特集2 : ニューエコノミーへの多様な道 by 伊藤, 正直 et al.
130
特集 2／ニューエコノミーへの多様な道
戦後日本経済システムとニュー・エコノミー
東京大学大学院経済学研究科教授　　
伊藤　正直
１．「市場の規律付け」？
　かつて、｢ 神の見えざる手」として市場の自律的調整メカニズムを検出した
アダム・スミスは、他方で、「正義は……大建築の全体を支える主柱である」、「公
共的為政者は、正義という徳性の実践を強制するために、公共社会の力を使用
する必要に迫られる。この予防手段がなければ、市民社会は……流血と無秩序
の場面となったであろう」と述べた1。「市場による規律付け」は無条件に働く
わけではない、それを機能させる基盤が必要で、それは、「市場に対する正義
による規律付け」だと主張しているのである。
　スミスの市場観をこのように捉えれば、「正義の規律付け」についておよそ
３つの次元を想定することが可能となる。第 1は、市場取引における「ルール」
である。価格のみをパラメーターとして需給の均衡が達成されるためには、市
場における取引の正常性が確保されていなくてはならない。モース（Marcel 
Mauss）2やポランニー（Karl Polanyi）3 までさかのぼれば、「ルール」それ自
体もひとつではないことになるが、さしあたり資本主義市場経済に限定すれば、
スミスが「詐欺瞞着するもの同士が出会う場が市場である」と述べた「詐欺瞞
着するもの」であっても、一定の約束事に従って取引をする仕組みを「ルール」
1  Smith, Adam [Reprint 2002].
2  Mauss, Marcel [1950].
3  Polanyi, Karl [1957].
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と呼ぶことができる。この「ルール」を枠付けるものという意味での「正義に
よる規律付け」であり、サッカーやバスケットなどのスポーツ・ルールと同義
であるといってもよい。この次元では、効率や合理性などは、いずれもさしあ
たりは問題とならない。
　第 2は、もう少し広く、制度や組織のありようも含めて市場を把握する場
合である。「制度変化の経済学」を提示したノース（Douglass North）は、ゲー
ムのルールの総体として制度をとらえ、その制度の下での政治団体・経済団体・
社会団体・教育団体などの組織のあり方、組織の担い手のインセンティブやコ
ストが、制度と組織の相互作用のなかで、長期的な経済変化の方向性を形作る
とした4。ここから、「人々の経済的行動の相互作用を制約するルール」、「均衡
としてのルールの総体」としての経済システムが導出される。「政府の失敗か、
市場の失敗か」、「完全市場か、不完全市場か」という設問に対する回答は、新
古典派主流経済学とは異なって、狭い意味での市場そのものではなく、経済シ
ステムのありようを媒介にしてなされることになる。「政府が介入する必要が
あるのは、市場の失敗がある場合に限られる」という考え方に対し、「政府が
介入する必要」は、経済システムの実態的働きとの関連から判断される5。こ
の次元で、はじめて「市場の規律付け」は、効率や合理性、公正や平等などと
結び付く。とはいえ、歴史的に形成され、その上にたって現在ある経済システ
ムは、国ごとに偏差をもっているから、仮に、「正義」が共有された共通の価
値規範であっても、その規律付けの仕方は、一義的には決まらないことになる。
　第 3は、さらに広く、社会構成やその下での社会意識との関連である。こ
の場合は、「正義」そのものが一意ではなくなる。このことは、戦前日本にお
ける「正義」の観念と、戦後日本のそれとを比較しただけでも、容易に了解さ
れよう。この結果として、国内的にも国際的にも「正義」と「正義」が衝突す
4  North, Douglass [1990].
5  この観点を明示的に導入して、戦後日本の金融構造を分析したものとして、岡崎哲
二他［2002］を参照。
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ることになり、それを回避する概念として、競争・協調・調整、あるいは公正・
平等などが持ち込まれる。「市場と非市場のインターフェイス」といった発想
も同様である6。しかし、こうした形で問題を処理するのは、やや安易である。
なぜならば、「市場」を狭く取引に限定しても、そこには歴史的・社会的に形
成された取引慣行や手続きが存在しているからであり、より広く「市場」を把
握すれば、市場参加主体それぞれの経済行動様式――企業文化、地域文化、階
層文化と言い換えてもいい――があり、その経済行動様式をベースとした競争
や調整が行われているからである。
　以上の 3つの次元から「市場」を把握するならば、新古典派主流経済学の
ように、いわゆる「完全市場」から乖離したものすべてを、「不完全市場」と
か「市場の未成熟」と位置づけ、どのようにして完全市場に近づけるか、とか、
どの部分が未成熟であるのか、といった形で「市場」を検討すること自体が問
題だということになる。
　今回の報告では、以上のような市場把握にたって、戦後日本経済システムの
推移をみることにしたいが、その前にもう一点、触れておかなければならない
点がある。それは、1970年代以降、より明確には 1980年代以降の国際経済
の変化と経済グローバル化の急激な進展がもつ意味である。1970年代以降の
日本の経済システムの変化は、国際的リンケージからの把握なしには理解でき
ないからである。
２．2つの危機と経済グローバル化
　1971年のニクソン・ショックをはさむ国際通貨体制の危機と 73年の第一
次石油危機。通常、この 2つの危機は、戦後先進経済の持続的高成長を終焉
させた契機と把握されている。この 2つの危機が、アメリカの「黄金の 60年
代」、ヨーロッパ経済の「黄金時代」、日本の高度経済成長、それぞれの終焉と
6  寺西重郎［2003］。
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踵を接して起こったためである。しかし、この 2つの危機から 30年以上を経
過した今日でも、なにが持続的高成長を終焉させたのかについての見方は、必
ずしも一致していない。
　すなわち、一方では、「1960年代末以降覇権国アメリカの衰退が始まり、ア
メリカは世界経済発展に必要な国際公共財（自由貿易システムや国際通貨シス
テム）を供給する能力を失い、この結果、安定した世界システムが崩壊して不
安定化・分散化の局面が現れた」というギルピン（R. G. Gilpin, Jr.）の見解7
がある。アメリカの衰退→国際公共財の機能不全→世界的成長減速というロ
ジックである。他方、これを否定する見方も最近では数多く現れている。例え
ば、アイケングリーン（Barry Eichengreen）は、1990年代半ばにクラフツ
（Nicholas Crafts）とトニオロ（Gianni Toniolo）によって編纂された戦後ヨー
ロッパ経済の発展に関する論文集のなかで、ヨーロッパの「黄金時代」終焉の
契機についての既存の研究史を、①特定の利益集団による社会経済的制度の占
有とその私的利用、②ブレトンウッズ体制の崩壊、③オイルショック、④国
際資本移動の活発化、⑤ヨーロッパ経済におけるキャッチアップの終焉、の 5
つに分類して検討し、「これらの説明は無視することができないにせよ、その
それぞれにはいずれも限界がある」として、かわって、戦後ヨーロッパ経済の
キャッチアップ過程と戦後創出された制度的配置（国内面では社会的市場経済、
国際面では国際合意と超国家的制度）の相互補完構造の変化に、高成長終焉の
要因を求めるべきとした8。
　日本についても同様である。中村隆英は「高度成長を崩壊せしめたのは、国
の内側からの力ではなくて、海外からの力であった。そのあらわれが、1971
年のはじめての円切上げと、1973年の石油危機であった」として、この二つ
の危機に高度成長終焉の要因を求めた9。これに対して、森口親司は、供給側
7  Gilpin Jr., R.G. [1987].
8  Crafts, Nicholas and Toniol, Gianni [1996].
9  中村隆英［1980］。
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要因としての、産出係数の顕著な低下、稼働率の低下、資本の限界収益の逓減、
需要側要因としての消費需要の一巡、貿易摩擦の登場などにより、高度成長を
支えた内外の条件は、2つのショック以前にすでに変化を遂げつつあったとし
て、その終焉の契機を国内要因に求めた10。キャッチアップ終焉説といっても
よい。
　このように、この 2つの危機が、高度成長終焉の直接の契機となったのか
どうかについては、今日でも一致した見解は形成されていないが、さかのぼっ
て、なぜブレトンウッズ体制が崩壊したのかについても、同様である。例えば、
1993年に NBERの主催で開催されたコンファレンスでは、「何がブレトンウッ
ズの終焉を引き起こしたか」については「現在でも、合意は存在しない」、「な
ぜペッグレートシステムが破綻したかは、ブレトンウッズ研究のなかで、最大
の論争の主題であり、混乱した議論となっている」と総括されている11。編者
のボルド（Michael D. Bordo）は、アメリカの拡張的通貨政策に原因を求める
マネタリストの見解、各国生産性上昇率の格差による為替レート不適合に原因
を求める見解、制度的欠陥に原因を求める見解などを検討しつつ、①金為替本
位制（アメリカの兌換危機）とアジャスタブルペッグ（資本移動の激化に伴い、
個別の平価調整コストが高くなったこと）というふたつの制度的欠陥、②基軸
通貨国にふさわしくないアメリカの通貨政策、とくに 1968年ドル本位制移行
後のニクソンのインフレ政策、③他の主要工業国とくに黒字国のレート調整へ
の抵抗、の 3点を、ブレトウッズ崩壊の主要因とした12。
　いずれにしても、ブレトンウッズの崩壊は、第二次大戦後の世界経済におけ
るアメリカの圧倒的優位の喪失を象徴する出来事であった。先進国間国際調整
の模索が新しい形で始まり、G5、G7、IMF、OECDWP3、二国間会議等を介
10  森口親司［1988］。
11  Bordo, Michael D. and Eichengreen, Barry [1993].
12  Bordo and Eichengreen [1993], ibid. なお、私は、このうち①と②が規定的要因
と考えている。
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して、通商や為替や財政金融や成長率などに関する国際政策調整が繰り替えし
試みられた。そうした状況の中、1970年代半ば以降世界経済の枠組みがマネー
優位の構造となり、これに対応して、短期資金が世界中を駆け巡る条件が整
備されていった。フロート制移行による為替リスクのマネジメントとオイルマ
ネーのリファイナンシングがその起動力となった。
　1980年代以降の経済グローバル化は、大航海時代や帝国主義時代のグロー
バル化とは明らかに異なった特徴をもっている。それは、①アメリカ国家、ア
メリカ多国籍企業、あるいは IMFに代表される国際機関の主導によって、グ
ローバル化が促進されて来たこと、②その引き金となったのが、貿易や労働移
動といった実体経済の側の動きではなく、上述のようにマネーの側だったこと、
③グローバル化の基礎に、「アングロサクソン的新自由主義」ともいうべき思
考様式が強力に存在すること、の 3点から特徴付けられる。「開かれた競争的
なグローバル市場の拡大は、貿易や対外投資を増大させ、技術移転を容易にし、
雇用機会を拡大することを通して、経済成長と人間の前進を可能にする」とい
う楽観的な見方－これをスティグリッツ（J. Stiglitz）は、経済と社会につい
ての特定の観念によってつくられた偏狭な思考パターン13、と批判している－
が、つねに宣伝文句として並奏されながら、である。経済グローバル化のテコ
はここにあり、このテコをもっともうまく利用したのがアメリカであった。
　1984年の日米円ドル委員会、85年のプラザ、87年のルーブル、90年代に入っ
てからの日米構造協議は、アメリカからの新自由主義的経済グローバル化の攻
勢の場となり、このプロセスを通じて、それまで存在していた日本の経済シス
テムは大きな転換を強制されることになったのである。では、それまでの経済
システムとは、どのようなものであったか。
３．戦後日本経済システムの位置づけ
　1970年代までの日本の経済システムについては、日本型企業システムとか
13  Stiglitz, J. [2002]
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日本的労使関係といった表現がしばしば使われてきた。あるいは、より端的に
日本株式会社（アメリカ商務省）という表現も見られた。戦後の先進国経済シ
ステムは、ケインズ（完全雇用と経済成長のための国家介入）、フォード（大
量生産・大量消費社会の実現）、ベヴァリッジ（社会保障・公共福祉の制度化）
のトライアングルといわれる。このトライアングルは、世界史的には 1930年
代の管理通貨制移行期に端緒的に形成され、第二次大戦後アメリカ・ヨーロッ
パ諸国を軸に確立した。日本もこの例外ではなかったが、このトライアングル
の形成は、他の先進諸国と比較すると大きく遅れた。なかでも、社会保障や福
祉政策に関しては、経済発展の後追いという傾向が著しく強かった14。
  このような日本の経済システムをどう見るかに関しては、日本経済の後進性
と戦後性を強調する 1960年代までの見解15から、先進国経済の一典型、ある
いは多様な経済システムの一類型として日本の経済システムを位置付けようと
いう見解への転換が 1980年代に進行した。国際経済におけるシェアの上昇と
マクロパフォーマンスの好調が、この見解転換の背後に存在した。
　市場指向と効率性を基準とするアメリカ的な規制指向国家に対して、計画
指向と有効性を基準とする発展指向国家として日本を位置づける見解16、株主
第一主義・市場指向・短期決戦的なアングロサクソン型資本主義に対して、従
業員第一主義・共同体的・長期安定的な資本主義として日独型資本主義を位置
付ける見解17、制度諸形態と蓄積体制という概念をキーにフォーディズムから
トヨティズム、ボルボイズムへの転換を説く見解18などがそれである。日本内
部でも、内部労働市場論を基礎に、現場の生産労働者の「知的熟練」の形成と
「配置の柔構造」を高く評価し、日本を OJTの最先進国と位置付けた小池和男
14  伊藤正直［1995］。
15  代表的には、大内力［1962-63］、大川一司［1962］などをみよ。
16  Johnson, Chalmers [1982].
17  Dore, Ronald [1973], Albert, Michel [1991].
18  Boyer, Robert [1986].
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の所説19、あるいは、高度成長期まで含めたやや長いスタンスに立って、「仕
切られた競争」ないしは産業別のミクロ的政策の有効性を強調する見解20、取
引費用論や比較制度分析などの分析枠組みにより、市場メカニズムを前提とし
た多様な経済システムの一つとして日本の経済システムをとらえようという見
解21などが現れた。
　従来の日本株式会社論や日本型労使関係論が、それを、標準的モデルからの
歪みや遅れあるいは偏差（「日本異質論」や「日本特殊論」）として捉えたのに
対し、適切な産業政策や財政金融政策、柔軟な企業組織、効率的生産システム、
新技術へのすばやい適応、多面的労働能力の育成などを強調することにより、
新しい普遍的な経済システムあるいはその一タイプとして、日本の経済システ
ムを位置づけようとしたのである。狭い意味での市場そのものではなく、経済
システムのありようを媒介にして「市場機構」が把握され、比較されたといえ
よう。しかし、これらの見解は、1990年代に入って、日本が「失われた 10年」
と呼ばれる長期不況に陥るなかで声を潜め、むしろ、日本型経済システムの制
度疲労、あるいは日本型経済システムの国際不適合などが語られるようになっ
た。いったいどこが変わったのか。
４．戦後日本経済システムのポイント
　戦後日本経済システムについては、概括的にみると、政府と民間の関係、企
業間関係、企業内関係、対外関係の 4点からとらえることができよう。まず、
政府と民間の関係については、産業政策による民間経済活動への直接的介入と
産業間の利害調整、財政金融政策によるマクロ調整と間接的な誘導、所得倍増
計画に代表される一連の中期経済計画によるアナウンスメント効果が、このシ
ステムには存在した。省庁の原局、業界団体、自民党政調会各部会という組織
19  小池和男［1999］。
20  村上泰亮［1984］。
21  青木昌彦、岡崎哲二・奥野正寛［1993］。
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を媒介に、この調整は 1970年代初頭までは「効率的」に機能した。
　第 2の企業間関係については、業界団体、企業グループ、系列の存在を背景に、
銀行中心の金融システム（資本市場の相対的低位）、メインバンク制、株式持
合い、長期相対取引、下請け・外注分業システムなどが形成され、短期利潤極
大化よりは長期シェア極大化の方向での激しい企業間競争が展開された。そし
て、この方向を志向したことが、技術革新投資や研究開発投資を柱とする設備
投資の連続をもたらした。
　第 3の企業内関係については、トヨタの「カンバン方式」（生産同期化）、松
下の「連邦経営」（内部資本金制度）、東芝の SBU（戦略事業分野）などに典
型的な日本型生産システム、年功賃金、内部昇進的雇用、ゼネラリスト的職務
配置とキャリアパス、企業特殊的技能の形成などにみられる日本的労使関係が
存在し、これが企業単位での急速な生産性上昇と企業内秩序の安定に寄与した。
このような企業内関係に支えられて内部昇進的経営者のオートノミィは確保さ
れた。また、もともと日本において存在したかどうかは疑わしい労使の非和解
性（us and them）は、第二次大戦直後の一時期を経て急速に溶解し、労使の
協調的関係が定着した。こうして、労働需要の持続的拡大のなかで、「頑張れ
ばそこそこ報われる」から「会社こそすべて」までの幅をもちながら、労働者
の企業帰属意識が高まっていった。
　第 4の対外関係については、対米依存という枠組みの下での一種の封鎖経
済体制が存在した。1952年の IMF加盟、55年の GATT加盟によって国際経
済に復帰した後、日本は、外貨予算制度と外貨割当制度による外貨資金の政府
への集中・管理・運用を行い、貿易管理、資本管理を実施した。1960年代前
半にはまず貿易自由化が、ついで 60年代後半には資本自由化が、いずれも漸
進的に進行し、封鎖経済体制は緩やかに開放経済へと移行していった。とはい
え、外との関係を厳格にコントロールすることを通して、国内市場の市場メカ
ニズムを機能させるという制度的枠組み、あるいはそうした思考様式は、その
後 1980年代いっぱいあたりまで強固に残存した。
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　この 4者の関係は、相互補完的であったが、そのコアとなっていたのは企
業内関係であったと考えられる。さらに、企業内関係のコアは労使関係、ある
いは労務統括である。そして、そこに企業内秩序の安定と生産性上昇を同時に
達成する仕組みが存在した。賃金、職務体系、キャリアパス、そしてそれを支
える QCと人事考課制度がそれである。
５．職務・職能と QC・人事考課
　まず、賃金体系からみよう。技術革新の進展に基づく労働の細分化と旧型熟
練の解体は、1955年から始まった春闘の拡大と相まって、勤続・年齢・学歴
などを基準とした従来の年功賃金体系の改変を要請した。まず、追求されたの
は、年功賃金の職務給化であった。日経連は、1955年『職務給の研究』を刊行し、
以後 60年代前半までに大手企業で職務給体系の導入が次々に行われた。職務
給体系は、職種を職務に細分化し、その職務を確定化して職務評価を与えるも
のであり、また、その前提として当該職種の総作業量を職務別定員・標準作業
量・標準作業時間から確定する役割を果たす。理念的には、職務の移行がない
限り昇給は行われないから、労働の細分化、旧型熟練の解体には適合的な賃金
体系である。しかし、実際には、導入された職務給は職務内昇給を含み、「同
一職務にレインジのある賃率を設定し、レインジ内の特定賃金率の属人的決定
は『人事考課』によるという……年功秩序と日本的『能力』観とを内容とする
勤労者の公平観」22に対応するものとなっていた。
　賃金体系の実質的な全面転換は 1960年代後半にずれこんだ。能力主義管理
の登場がそれである。「賃金体系は、企業内各層の従業員に、能力開発・発揮
の適正な動機づけを与えうるよう設計されている必要がある」という考え方
が新たに提唱され、職能給体系への移行が主張された23。生産現場においては、
技術革新に伴う労働の細分化に対応した職務設定は直ちに可能であるが、ホワ
22  石田光男［1990］。
23 日経連能力主義管理研究会報告［1969］。
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イトカラーでは仕事の内容が不明確でかつ流動的であるから「職務遂行能力」
そのものが職能として設けられることになる。この職能の質的格差から職能資
格制度が位置づけられたのである。こうして 60年代後半に、大手企業にいっ
せいに資格制度が設けられ、職能給体系への移行が進んだ。工・職の身分制は
撤廃され、職務遂行能力による公平な処遇と昇進管理を体系化する社員制度が
始まり、労働者は「職務遂行能力」を基準にした人事考課によって格付けされ、
賃金諸項目をはじめ、一時金、退職金など、賃金、労働諸条件の全般がこの資
格制度によって規定されるようになった。
　この「能力主義」への移行は、労働者を相互に競争する「アトム化した個
人」24 に分解し、労働者間の横の連帯を希薄化させることになるが、この面の
みを追求すれば、集団意識の崩壊による労使関係の悪化やモラルの低下を引
き起こし、企業－職場集団－従業員という組織秩序を弱体化させることにな
る。これを防ぐものとして位置づけられたのが、QCサークル、ZD運動など
の小集団による自主管理運動であった25。戦後 SQC（統計的品質管理）として
導入された QCは、日本では現場における QCサークル活動として展開された。
QC活動とは、労働者が 10名前後の小グループを編成し、自主的・継続的に
職務や作業の改善を図っていく運動である。一般には同一職場内のリーダーと
一般職員で構成されるが、テーマによっては他部局や他職場との連合で組織さ
れる場合もあり、グループ討議、提案活動、自主研修などが運動の具体的形態
となる。
　この運動は、協調的労働運動の台頭に支えられた労使協議制の定着とともに
普及し、60年代末には鉄鋼・自動車などの重工業を中心に、従業員 500人以上
企業の約 4割がこれを採用するに至っていた。70年代後半には、これが重工業
分野の生産現場だけではなく、事務・管理部門、金融・サービスなどの分野にま
でひろがり、従業員 500人以上の大企業の 8割がこれを採用するまでになった。
24  熊沢誠［1989］。
25  木暮正夫［1988］。
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QC活動は、圧倒的多数の労働者を巻き込む形で展開されるようになった。
　なぜ、このように QC活動が普及したのであろうか。まず、あげなくてはな
らないのは、企業・経営の側からの猛烈な組織化であり、「自主的」とされな
がらも、実際の運動と体制は、管理機構・職制体制と結合した上からの組織化
として進行したのである。しかし、このことから、QC活動が経営側からの強
制ないしは職場共同体的規制によってのみ進行したと考えるならば、それは正
しくない。電機、鉄鋼、自動車いずれの産業をとってみても、「やる気をもっ
て取り組んでいる」層、「積極的に参加している」層は、7～ 8割に達してい
る26。QC活動は、業務改善能力や管理能力、組織能力といった労働能力を客
観的に向上させる機能を一面では包含しており、こうした能力は、職制層や管
理職への昇進にあたって必要とされる能力の主要な要素に他ならない。だから
こそ、労働能力の向上という自己実現の意欲も含めて、圧倒的多数の労働者が、
「積極的」に QC活動に参加したのである。「自主性」「自発性」に基づく労働
能力の向上の論理が、さしあたりは労働者間競争の論理を包み込む形で展開さ
れたのが QCだったのである27。
　こうして、QC活動は正規従業員の企業への統合の鍵となった。しかし、他
方で企業間競争の激しい進行は、正規従業員内部でのより一層の選別を要請す
る。この役割を担ったのが、正規従業員内部の賃金格差・職務格差・キャリア
格差を形成する人事考課制度であった28。60年代に年功賃金体系から能力給・
職能給体系への重心移行が進むなかで、人事考課の果たす役割は次第に高まっ
ていったが、当時はその主要な中身は、成績評価、業績評価であった。
　ところが、70年代にはこれが職場における労働者の全人格的評価へと拡大
されていく。考課・評価には、成績評価だけではなく、能力評価、態度評価ま
で組み込まれ、能力評価では、企画力、判断力、指導力、渉外力、管理能力等
26  1983年の電機労連調査。
27  内山節［1982］。
28  熊沢誠［1989］および遠藤公嗣［1999］。
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が、態度評価では、責任性、協調性、規律性、積極性等が、評価の対象とされ
るようになった。そして、これが、昇給、昇格、昇進の基準とされるようになっ
たのである。しかも、この方式は、形式的には、きわめて公正・平等であった。
すなわち、この制度は、①短期考課と 10年以上の長期考課が結びつけられ、「敗
者復活」が認められている、②考課の評価者が複数である、③絶対評価と相対
評価が組み合わされている、等の特徴を一般にもっており、ストレートな差別
に使われる場合は少なかったのである。
　こうして、QCと人事考課の組合せにより、著しく競争的・個人刺激的な職
場がつくり出されたのであり、この競争民主主義の企業内への定着によって、
「減量経営」はきわめてスムースに進行したのであった。
　そして、こうした能力主義管理を受容する労働者側の体制も、この時期には
ほぼ形成されていた。地方や農村から吸収され、急増した若年新規労働者たち
は、三世代同居といったそれまでの大家族から切り離され、寮生活そして核家
族といった形で各個人の生活を形成していくことになった。都市化と消費革命
による生活様式の大転換の進行は、こうした若年労働者に対して、技術革新－
生産性向上－賃金上昇という「パイの論理」をたいへん受容しやすいものとし
た。1964年の IMF・JC、同盟の結成と、そこでの生産性向上・産業民主主義
に基づく労使協調路線の提示の背後には、じつはこうした企業内労働力編成の
変化と生活構造の転換、すなわち、労働者にとって「労働過程内的な労働の目
的意識」が失われ、「雇用の安定、賃金の上昇、昇格のなかに目的意識は吸収され」
るようになるという転換が存在していたのであった29。 
６．システム転換－内圧と外圧
　1970年代初頭の 2つの危機を、日本経済は、集中豪雨的輸出、拡張財政、「減
量経営」の組み合わせによって乗り切った。2つの危機は、さしあたりは戦後
29  内山節［1982］。
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日本経済システムを転換させることを要求しなかったのである。しかし、その
つけは、国際経済摩擦の一層の深化、国債の累積による財政「危機」、産業構
造のソフト化・高度化による産業再編成への要請として、80年代に入って表
面化する。こうしてシステム再編への圧力が登場する。
　システム再編への圧力は、まず内圧として現れた。内圧として最初に登場し
たのは、臨調・行革であった30。1981年 3月に発足した臨調は、「増税なき財
政再建」を最大のスローガンとし、「活力ある福祉社会の建設」と「国際社会
に対する積極的貢献」を 2大目標として、精力的活動を展開した。しかし、当
初の「増税なき財政再建のための徹底した行政改革の実現」という路線は、行
革審を経た最終段階となると、民間活力論、規制緩和論へと収斂されていった。
市場原理の復活による経済の活性化、その軸としての民間活力の育成、その
ための規制緩和の必要性が強調されるようになったのである。80年代後半に
は、民間活力の育成と大規模開発の実現とが等置されるようになり、臨調答申
の段階ではまがりなりにも存在した「財政合理化を実現するためには大規模な
有効需要創出を抑制しなくてはならない」という論理は失われた。いいかえる
と、「財政再建」論、「小さな政府」論は、イデオロギーとしてのみ継続し、民
営化 privatization と規制緩和 deregulationが、大規模民活プロジェクトに埋
め込まれたのである。
　システム再編への圧力は、続いて外圧として強力に加えられた。これが明
示的な形で現れたのが、1984年の日米円ドル委員会（「日米共同円ドルレート、
金融・資本市場問題特別会合」）であった。
　1981年に登場したレーガン政権の政策理念は、サッチャリズムと同様に、
単純明快で、福祉国家化とケインズ的総需要管理政策に代表される「大きな政
府」こそがアメリカ経済弱体化の主因であり、「小さな政府」への旋回と市場
メカニズム回復への政策転換によって経済力の再生が可能となる、というもの
30  臨調・行革審 OB会監修［1987］。
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であった。1981年 2月に発表された「経済再建計画」は、①内外で強いアメ
リカを実現するための軍拡、②インフレ抑制と通貨供給の安定のための高金利
とドル高、③供給面での刺激を行うための大減税、④政府規制の自由化による
市場メカニズムの活用の 4本柱からなっていた。だが、この政策によって、財
政赤字は急激に膨れあがった。赤字急増の主要因は、対ソ軍事バランスの回復
を狙った国防費の急激な拡大と、個人・法人所得税の大減税がレーガンの期待
するような増収効果をもたらさなかったことにあった。これに強度の金融引締
めによる景気後退、医療費など社会保障関連移転支出削減の議会による反対な
どが加わって、赤字幅が急増したのである。
　こうした問題を解決する一環として、1984年 2月から 5月にかけて計 6回
にわたって開催されたのが、日米円ドル委員会であった31。そこでは、円の国
際化、内外の投資家が利用しうる金融商品の範囲拡大、金利自由化、金融資本
市場の拡充と深化、直接投資環境の整備などが議題とされ、アメリカ側からは、
ユーロ円の自由化を軸とした日本の金融市場の自由化・国際化が強く要求さ
れた。アメリカ側の措置が、ユニタリー・タックス問題の検討、財政赤字の削
減努力など、いずれも努力目標、努力要請ともいうべきものであったのに対し、
日本側の措置は、金融・資本市場の国際化、自由化（先物為替取引における実
需原則の撤廃、指定会社制度の廃止、CD発行単位の引き下げ・限度枠の拡大、
ユーロ円債ガイドラインの撤廃、外貨公債の海外市場での発行等）について、
措置の具体的内容とその実施時期を明示するという非対称的なものとなった。
　アメリカ側の姿勢は強硬で、この結果、交渉期間中の 1984年 4月に為替先
物取引の実需原則が撤廃されたのを始めとして、同年 6月居住者向け短期ユー
ロ円貸付自由化、円転規制撤廃、翌 85年 4月非居住者向け中長期ユーロ円貸
付自由化、居住者ユーロ円債解禁、6月円建 BA市場発足、86年 3月生損保
の外国証券運用規制緩和、同年 12月東京オフショア市場発足と相次いで金融
31  財務省財務総合政策研究所財政史室［2004］
千葉大学　公共研究　第３巻第３号（2006 年 12 月）
145
国際化措置が取られた。また、金利自由化についても、「アクション・プログラム」
が策定され、CD、大口定期預金、MMC等の金利が順次自由化されていった。
　日本市場、とくに日本の金融市場をアメリカの庭先にしようという要求はき
わめて強硬で、アメリカは、これ以降、力づくで日本市場をこじあけていくこ
とになる。85年のプラザにおける円高・マルク高要求、87年ルーブルにおけ
る格差的低金利要求もいずれも同断で、この過程は、「正義」と「正義」のぶ
つかり合いが、開かれた競争という概念に組みかえられて処理され、一方の「正
義」が勝利していく過程でもあった。日米円ドル委員会は、その後、1988年
まで 6回のフォローアップ会合がもたれ、89年 11月には日米金融市場ワーキ
ング・グループと名称を変更して、金融問題のみならず、日米両国が関心を有
する世界金融市場をめぐる問題について、広く討議・協議する場として継続さ
れ、さらに 90年代に入ると、日米構造協議として通商問題、制度問題にまで
領域が広げられた。日米円ドル委員会は、日本の金融・資本市場の自由化、国
際化の進展を一挙に推し進め、新しい段階に移行させる画期となったのである。
７．バブルの形成と崩壊
　内外のシステム転換への圧力が強まるなか、1980年代の後半、日本の財政
政策はふたたび拡張財政へと転じ、金融政策も、拡張財政と並行して金融緩
和を強力に促進した。公定歩合は、86年 1月から 5次にわたって引き下げら
れ、87年 2月には 2.5％という史上最低の水準となった。内需喚起と為替レー
ト安定という外圧によって、この史上最低の低金利は 89年５月まで維持され
た。この拡張財政と低金利のもとで、80年代前半には 7～ 8％であったマネー
サプライの前年比伸び率は、87～ 88年には急上昇し、11～ 12％にも及ぶよ
うになった。しかも、マネーサプライの流通速度は傾向的に低下し続け、マネー
過剰いわゆるカネ余りの現象が顕著となった。しかし、マネーサプライの急増
にもかかわらずインフレは起こらず、この間、消費者物価の上昇率は 1％未満、
卸売物価は下落傾向を維持した。過剰なマネーが流れ込んだ先は土地と株式で
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あった。カネ余りと株価・地価の高騰は、企業の資金調達・資金運用のあり方
を大きく変化させ、「企業財テク」を活性化、これが株価・地価をさらに押し
上げることになった。
　こうして、株高・土地高→企業の含み益の拡大→企業の資金調達力の増大
→株式・土地投資・投機的資金の流入→一層の株高・土地高という連鎖が作り
出され、資産インフレが顕在化した。株高と土地高は、経済の実体的水準を超
え、両者の間だけのキャッチボールによって、空回り的に進行するようになっ
た。カネ余りに加え、プレミアムを持続的に確保できるという予想要因が株価
を引続き押し上げ、地価形成における同じ予想要因が地価を騰貴させた。地価
と株価の突出した上昇は、持てる者と持たざる者の格差を次第に大きくし、家
計の不平等感を拡大させるようになった。また、株高のなかでの投機的資金の
流入は、「買占め」や「インサイダー取引」を表面化させ、88年のリクルート・
コスモス事件に始まる一連の金融・証券不祥事が露呈した。
　こうして 1980年代後半のバブル景気は 90年代に入るとともに崩壊した。
89年 12月 29日に 3万 8915円（日経平均）のピークをつけた株価は、90年
に入ると下落に転じ、同年 8月の湾岸危機を契機に急落して、10月１日には
2万 221円へと暴落した。地価の下落への反転は、株価と比べると 1年半ほど遅
れたが、キャピタル・ロスという点での影響は株価よりも大きかった。80年代
後半に、大都市オフィス建設やリゾート乱開発によって急激に増大した不動産
向け融資は、90年 3月からの不動産融資総量規制によって土地取引の梗塞を招
き、90年代末までに 700兆円以上といわれるキャピタル・ロスを生み出した。
　このバブル崩壊により、日本経済は「失われた 10年」と呼ばれる長期不況
に突入した。80年代後半には 3～ 6％台にあった GDP成長率は、91年以降
急速に落ち込み、92年 1.0％、93年 0.3％、94年 0.6％となった。その後 95、
96年にいったんは回復したものの、98年、99年にはついにマイナス成長へ
と転落した。90年代を通しての成長率は平均 1％であり、「日米再逆転」によっ
て好況を持続していたアメリカはいうまでもなく、イギリス、ドイツ、フラ
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ンスと比べても最も低い水準となった。こうした成長率の落ち込みは、消費の
長期的低迷と非製造業投資の壊滅による設備投資の落ち込みの両方からもたら
された。GDPの 6割以上を占める消費は、92～ 94年と 97年以降の時期に
とりわけ落ち込みが激しく、資産デフレや消費税の引上げを直接の契機としな
がらも、より根本的には、勤労者層全体の将来への不安が消費を冷え込ませた。
設備投資の落ち込みは、バブル期の拡大メカニズムが逆に働き、これに不良資
産問題、クレジット・クランチが重なって生じた。
　長期不況は、企業の利益を大幅に縮小させた。とりわけ打撃の大きかったの
は中小・零細企業で、80年代末には大企業とほとんど差が無くなるまで接近
した中小・零細企業の利益率は、90年代に入ると急落し、例えば 94年には資
本金 1000万円以下企業の総資本経常利益率 0.1％、同 10億円以上企業の経常
利益率 2.1％と著しい開きをみせるまでになった32。これら中小・零細企業の
利益率はその後も回復せず、倒産、廃業、減資、規模縮小が続いている。
　企業経営の悪化に伴い、失業者も増大し、失業率は長期的に上昇し続けて
いる。失業者数は、90年代初めの 100万人台から、95年には 200万人台に、
99年には 300万人台に達し、失業率も 92年の 2.2％から 99年には 4.8％となっ
てアメリカの失業率を上回った。しかも、この失業の増大は、非自発失業と学
卒未就業の増大の占める割合が従来よりはるかに高い点に特徴があった。若い
人々が職に就けない、企業の正規従業員があるとき突然職を失う、といった事
態が、広範にみられるようになったのである。
　政府財政も、90年代には大きく悪化した。バブルの過程でいったんは縮小
した国債依存度は、90年代の不況のなかで再び増大に転じ、日本の財政赤字は、
99年にはアメリカ 0％、ＥＵ平均 3％に対し、日本 11％と先進国中最悪の数
値を示すようになった。92年から毎年「経済対策」が行われるなかで、100
兆円を超える景気対策費が組まれ、その財源として国債が最大限動員されたか
32  大蔵省［1995］。
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らである。この結果、99年度末には普通国債残高は 331兆円、これに政府の
借入金や短期証券なども加えると、政府の借金は 493兆円にも達した。こう
した財政悪化は、政府の歳出や歳入の見直しを要請し、年金や医療保険など社
会保障制度の見直しが財政再建の大きな柱として登場するようになった。
　バブル崩壊後の不況のなかで、深刻な金融システム不安も発生した33。金融
システム不安は、当初は、1980年代末からの金融・証券不祥事、90年代に入っ
てからの信用金庫、第二地銀など中小金融機関の連続的破綻によって表面化し
たが、その後の中堅生損保の破綻、さらに 97年 11月の北海道拓殖銀行、山
一證券の破綻、翌 98年秋の日本債券信用銀行、日本長期信用銀行の事実上の
破綻によって、日本金融システムの中核にまで達しているシステム危機である
ことが明らかとなった。
　これらの金融機関が破綻に至った直接の原因は、いうまでもなくバブル期に
形成された不良債権の処理に失敗したことにある。系列ノンバンク向け貸付の
不良化、融資先経営の悪化といった差異はあるにせよ、金融機関保有債権の不
良化（担保不動産ないし担保証券の価値下落＝担保不足、元利返済の停滞・返
済不能）、手元流動性の逼迫、経営危機という道筋は、この時期、大手から中
小に至る金融機関に共通する現象であった。
　もちろん、この間、不良債権処理がまったく進められなかった訳ではない。
1995年の住専向け債権処理、1997年の早期是正措置による自己査定償却・引
当制度導入、1998年の集中検査・考査実施、金融監督庁「金融検査マニュアル」
作成など、不良債権処理のスキームはこの間漸次整備・強化され、とくに 98
年以降は、同年３月に主要 17行に対し合計 1.8兆円の公的資金による資本増
強措置、翌 99年３月には大手 15行に対し総額 7.5兆円の資本増強措置、同
年９月には地域金融機関４行に対する 2,600億円の公的資本増強措置がそれぞ
れ実施された。これらを含め、バブル崩壊後の 1991年度から 1998年度まで
33  伊藤正直［2000b］。
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の８年間を合計すると、累計 56.6兆円にのぼる不良債権処理がこのスキーム
に沿って行われてきた。にもかかわらず、1999年７月に公表された全国銀行
の不良債権（分類債権のⅡ～Ⅳ分類）は、なお 64.3兆円を残していた。しかも、
この数値は、北拓他 1997年以降に破綻した金融機関の不良債権額を除外した
数値であって、これらを加えれば不良債権額は 75兆円弱にはね上がる。しかも、
これだけの不良債権処理を進めたにもかかわらず、この期間に、不良債権残高
は逆に増大し、以後高止まりを続けている。株価や地価の持続的下落が、処理
のテンポを上回って新たに不良債権を発生させたからである34。
８．市場主義的認識と対応策
　なぜこのような事態に陥ったのかについて、政府や主流派のエコノミストは、
日本型金融システムが限界に突き当たったために金融システム不安が発生した
と主張した。すなわち、日本型金融システムは、メインバンク、相対取引、規
制（長短・業務分野・内外）、護送船団型・裁量型金融行政などの非市場的枠
組みによって特徴付けられており、こうした金融システムのあり方こそがシス
テム不安の根本原因であり、危機深化の要因であったというのである。従って、
危機を克服し、問題の根源を除去する方策は、市場機能を働かせる方向へのシ
ステム改革以外にはないということになる。
　例えば、一連の金融･証券不祥事の直後に出された金融制度調査会の一報告
（1992年１月）は、「（1980年代後半に）金融機関は、経営効率化の旗印の下
に内部管理部門の人員を抑制し、機械化を急速に推進したが、その反面、審査
の充実、リスク管理の徹底、職員の教育・指導面の対応等は遅れがちであった。
このように、適切な内部管理を怠ったままに、金融機関が安易な業容拡大と収
益の追求に走り、ノルマ主義等の下で職員を預金・融資拡大競争に駆り立て、
投機的な土地、株式等の取引のための融資を拡大していったこと等が今回の金
34  森武麿他［2002］。
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融不祥事の原因等となった」とし、「これらの問題が生じることになった根本
的な原因として、適正な競争が欠如していたことがある」、「金融機関が限られ
た分野で歪んだ競争を行なわざるを得なくなるにつれて、現行の業務分野規制
に対する必要性にも疑問が抱かれ、その結果、規制・監視の目をかいくぐって
業務を行うようになるなど、金融機関のルール尊重に対する意識が希薄になっ
たことがあるのではないか」として、適正な競争の促進と、そのための制度改
革の必要性を強調した。また、堀内昭義は、従来の日本の金融システムを、政
府･金融機関がともに市場機能を排除する「規律づけのメカニズム」を欠如し
たアンシャン･レジームの体制であったと端的に特徴づけ、このレジームは現
在機能不全に陥っており、そこからの回復は、「市場による規律づけ」を実現
する以外にはないと主張した35。
　1996年 11月にわが国金融システムの全般的な改革の方針として提示され
た「金融ビッグバン」構想は、大枠では以上と共通の認識に基づくものであった。
構想は、金融分野全般にわたる規制緩和の推進を柱とし、「Free（市場原理が
働く自由な市場）、Fair（透明性が高く信頼できる市場）、Global（国際的に調
和した制度をもつ市場）」な方向への金融市場の改革を、「Global Standard」
への適合という形で実現することを表明し、翌 97年６月には、2001年まで
に一連の金融・証券制度改革を完了するというタイムスケジュールを明示した。
そして、このスケジュールに沿って、銀行・証券・保険各分野の業務範囲見直し、
金融持株会社制度導入、手数料・内外取引自由化、自己責任原則の徹底、市場
運営の規範化、法制度・会計制度の国際標準化、グローバルな監督体制の確立
などが、順次進められていった。
　しかし、こうした見解に対しては、他方で強い批判が存在する。例えば、宮
崎義一は、1980年代後半の金融市場における急激な自由化と国際化の進展が、
マネーサプライの急増＝過剰流動性による資産インフレの原因となり、同時に
35  堀内昭義［1999］。
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これが、バブル崩壊後の、ディスインターミディエーション・株価収益率の下
方修正・BIS規制などを通した金融機関のクレジット・クランチの原因となっ
たと主張した36。また、伊東光晴は、「規制緩和論者は、規制が、既得の利益を守っ
ており、消費者のために廃止しなければならないと主張している。だが政策が
政策であるためには、既得の不当の利益を廃止する政策が、同時に分配の公正
を保持させるものでなければならない。現実は逆に不平等を拡大させ、アメリ
カの航空機事業に見られたと同じく、金融、自動車等の産業分野での国際的大
型合併を生み、市場での独占度を高め、それがわが国では金融部門でのかつて
ない不況を通じて、将来に対する不安を生みだし、投資意欲を下げ、不況を進
行させている」と述べ、分配の公正に配慮しない規制緩和の進行こそが「不況
を進行」させたと主張した37。
９．経済システム改革の行方
　2001年に登場した小泉内閣は、「構造改革」をスローガンに掲げ、経済シス
テムの新自由主義的改革を明瞭に打ち出した。この意味では、小泉「構造改革」
は、橋本「6大改革」、さらにさかのぼれば 80年代初頭の臨調・行革の正統の
嫡子である。2001年 4月に発足した小泉政権は、小渕・森政権の下での財政
出動による景気回復優先という路線を、「聖域なき構造改革」、「思い切った社
会・経済改革の断行」へと切り替えた。経済界も、改革断行を強く後押しし、「新
内閣に望む」（経団連、5月 9日）声明を出して、構造改革メニューの 5つの
柱を提示し、その実現を迫った。「企業経営基盤強化の環境整備」（連結納税制
度導入、年金法案制定、有価証券譲渡益税の見直し）、「行財政改革の推進」（社
会保障、地方財政、税制を包括した財政構造改革、高齢者医療制度改革、地方
交付税縮減、特殊法人改革）、「活力ある経済社会の基盤整備」（規制改革、都
市再生、大学改革）、「エネルギー・環境」（原発推進、地球温暖化対策等環境
36  宮崎義一［1992］。
37  伊東光晴［1999］。
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問題の多国間枠組の構築）、「積極的通商政策」（WTO新ラウンド実現、FTA
締結促進）などがそれであった。
　これを受けて小泉内閣は、不良債権処理、規制撤廃、証券市場活性化、透明
な競争ルールの設定と司法制度改革、金融政策推進、税制改革、雇用システム
改革、IT国家実現などを、矢継ぎ早に打ち出し、2001年 6月末には「今後の
経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」をまとめ、当面の政
策運営と構造改革の基本方針を表明した。「不良債権問題を 2～ 3年以内に解
決することを目指す」と同時に「構造改革のための７つの改革プログラムをパッ
ケージで進める」というのが基本線であった。
　新自由主義的改革は、国内体制をめぐる問題だけでなく、国際体制をめぐる
問題でも、常に焦点となっていた。80年代末からのガット・ウルグアイラウ
ンドでの農産物自由化に関するアメリカと EUの厳しい対立、その決着として
のWTO体制の発足、94、95年のテキーラ危機、97年からのアジア通貨金融
危機に際しての IMF、米財務省等からの「構造改革」プログラムの提示とそ
れへのアジア諸国の対応と反発、社会主義崩壊後の市場主義的経済再建とその
混乱、環境問題解決の手法としての市場への埋め込み（CO2排出権売買、環境税）
など、新自由主義的改革・市場主義的改革は、万能の特効薬のように、いつも
解決策としてもちだされてきた。わが国で、「構造改革」が、グローバル・ス
タンダードと等値され、そこに向かっての改革が不可避であるとしばしば判断
されるのは、こうした国際状況の反映でもあった。
　しかし、現在では、日本の対外経済関係は、アメリカが第一ではなくなり、
輸出入にしても直接投資にしても対アジア関係が中心となっている。にもかか
わらず、現在進行中の経済システム改革は、この変化にうまくフィットできな
い形で進行している。先進国の一員としての日本のポジションとアジアの一員
としての日本のポジション、この両者のバランスをとることがきわめて重要で
あるのに、志向されている経済システム改革は、前者の側しかみていないので
ある。国内面でも、「しずく理論」の想定とは逆に、ジニ係数は上昇し経済格
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差の拡大がみられる。日本における経済システム改革が、最終的にどこに帰着
するかはなお過渡的であるといわなくてはならない。
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